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解　　　説

1．緒 言

近年、パルス状直流大電流通電技術を用いた焼結技術が
開発され、大きな注目を集めている。20年ほど前に開発
されたこの技術は、放電プラズマ焼結法（SPS法：Spark 
Plasma Sintering）あるいはパルス通電焼結法（PECS法：
Pulsed Electric Current Sintering）といわれ、新しい傾斜機
能材料や複合材料の作製法として注目されている。この
SPS・PECS法はグラファイト製の型内に材料粉末を充填し
加圧した後、圧粉体粒子間に数 Vの低電圧で平均数 1,000 
Aの直流パルス電流を印加し、その際に粒子間に発生する
放電プラズマ、局部発熱、ジュール熱拡散および電解拡散
などを複合的に利用することにより、常圧焼結やホットプ
レス法などの従来法に比べ低温度域、短時間での焼結を可
能とするユニークな合成加工法である 1-3)。またこの SPS・
PECS法は、ホットプレス（HP）法、熱間等方加圧（HIP）法、
雰囲気炉などによる従来の焼結法に比べて、焼結技術の熟
練不要、取り扱い操作の容易さ、高い再現性、安全性等の
点において優れた特徴を有している。
以上のような特性を活かして、この SPS・PECS法を従

来の固化成形の観点で使用されるだけでなく、新たな技術
展開として表面改質技術や接合技術への研究が急速に進ん
でいる 4-11)。本接合法は「放電プラズマ焼結接合法」あるい
は「パルス通電接合法」などと呼ばれ、粉体を用いる焼結
接合、薄板同士の接合、粉体を一切使用しない固体同士の
接合など様々な形態での接合加工が可能な方法である。
以下では、パルス通電接合法による異種金属およびセラ
ミックス／金属の異材接合の例として、マグネシウム合金
とアルミニウム合金、タングステンと銅、アルミナセラミッ
クスと銅および炭化ケイ素セラミックスと銅とのパルス通
電接合に関する研究を紹介し、界面微細組織が接合強さに
与える影響について概説する。

2．マグネシウム合金とアルミニウム合金との接合

2.1 実験目的
近年、CO2排出量の削減が世界的な課題となっており、
機械部品の軽量化が注目されている。現在、アルミニウム
合金は機械的性質および加工性に優れ、また軽量化の効果
を期待できることから幅広く応用されている。実用合金の
なかにはさらに高比強度であるマグネシウム合金がある
が、室温での延性に乏しいため、現在では応用範囲がかな
り限られている。その応用範囲を補完できる、アルミニウ
ム合金とマグネシウム合金の接合技術が必要とされてい
る。そこで PECS法を応用し、マグネシウム合金とアルミ
ニウム合金の接合を試み、接合後の断面および引張試験後
の破面を観察することにより、接合条件が接合強さにおよ
ぼす影響を調査した。

2.2 試料および接合方法
マグネシウム合金 (AZ31)およびアルミニウム合金

(A6061)の直径 20 mmの丸棒を長さ 25 mmにマイクロカッ
ターを用いて切断し、その端面をエメリー紙 #1200まで
湿式研磨した。接合は、放電プラズマ焼結装置（住友石炭
鉱業㈱製、型式 SPS-1020）を用いて行った。AZ31および
A6061の両試料をグラファイト製ダイスに装填し、上下パ
ンチを介して電極間に挟み込んだ。その後真空に排気し、
油圧プレスにより所定の加圧力で保持しながら、直流パル
ス電流を印加することにより加熱を行った。接合条件は保
持温度 673 K、荷重 12.5 MPa、保持時間を 0, 3.6, 7.2, 10.8, 
21.6, 32.4および 43.2 ks と変化させた。接合部の強度評価
は、接合継手を 2× 8× 50 mm3に加工後、引張試験により
評価した。引張試験はインストロン型試験機を用いて、ク
ロスヘッド速度 0.50 mm/minにて行った。

2.3 実験結果
保持時間 0 ksの試料は接合不可能であった。3.6 ksおよ
び 7.2 ksの試料は接合強度がきわめて弱く、10.8, 21.6, 32.4
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および 43.2 ksの試料は接合強度が十分で健全に接合が可能
であった。健全な接合部では、SEM-EDX分析の結果、い
ずれの試料でも接合界面に拡散層が明瞭に存在しており、
保持時間が長くなるにつれて厚さが厚くなる傾向がみられ
た。
Fig. 1に継手の引張試験の結果を示す。最大引張強さは

保持時間によらずほぼ一定となり、保持時間による影響は
みられないことから、接合部に生成した金属間化合物の強
さが主として寄与したと考えられる。引張試験後の AZ31
側破面の EDXによる面分析の結果を Fig. 2に示す。破
面は A～ Cの 3種類の形態に分類され、Aおよび Bでは
Mg：Alの組成比は約 4：6でほぼ等しく、Si量に差がみら
れた。これより Si含有量が、破壊機構に大きく影響をおよ
ぼしていることがわかった。とくに、Si含有量が増加する
ことで、Mg2Siが優先的に形成され、母材である Alを純化
させ、延性が向上したのではないかと考えられる。

3．タングステンと銅との接合

3.1 実験目的
タングステンは耐熱性や高熱伝導性を有しているため、

電極材料として利用されている。一方、銅は高い熱伝導率
を有し、ヒートシンクなどに用いられる。これらの特性を
利用してタングステン／銅継手はプラズマ対向機器のダイ
バータとしての期待がなされている 12-14)。しかし、タング
ステンと銅は融点が大きく異なり、溶融接合法による一体
化は一般的に難しいとされており、拡散接合、摩擦圧接お
よび HIP接合が適用されている 15-20)。そこで、タングステ
ンと銅との接合にパルス通電接合法が適用できないかと考
え、接合を試みた。

3.2 試料および接合方法
タングステン (W)および無酸素銅 (Cu)の接合用試片の形

状はいずれも直径 10 mm、厚さ 5 mmであり、いずれの接
合表面も研磨により鏡面に仕上げた。接合に関してはWと
Cuは融点が大きく異なるため、インサート材の適用につい
ても検討した。用いたインサート材は、市販のニオブ (Nb)
粉末（粒径 50 μm）およびニッケル (Ni)粉末（粒径 150 
μm）である。

Wおよび Cuの研磨面の間にインサート材を挟んだ試料
をグラファイト製ダイスに装填し、上下パンチを介して電
極間に挟み込んだ。その後真空に排気し、油圧プレスによ
り所定の加圧力で保持しながら、直流パルス電流を印加す
ることにより加熱を行った。接合条件は保持温度 1073お
よび 1173 K、荷重 130 MPa、保持時間 1.8 ksである。接合
部の強度評価は、接合継手を後加工することなく、そのま
ま試験機に取り付けて引張試験により評価した。引張試験
はインストロン型試験機を用いて、クロスヘッド速度 0.20 
mm/minにて行った。

3.3 実験結果
Wと Cuはパルス通電法により接合が可能であった。
Fig. 3にインサート材を用いずに直接接合した継手の断面
組織観察の結果を示す。他のインサート材を用いた場合も
同様の組織が観察された。継手界面にはクラックやボイド
などの欠陥は認められなかった。また、界面反応層の生成
も認められない。Fig. 4に Ni粉末をインサート材として適
用した継手のEDX分析の結果を示す。母材のCuとインサー
ト材の Niの界面で Cuと Niが相互拡散している様子が認
められたが、Wと Ni粉末インサート材との接合界面には
反応層は認められなかった。
継手の引張試験の結果を Fig. 5に示す。破断は全ての
継手において Cu母材中で生じていた。継手の最大引張強
さは全ての継手において保持温度の増大により大きくなっ
た。Nb粉末インサート材を用いた場合およびインサート材
を用いない場合の継手の引張強さは Ni粉末インサート材を
用いた継手のそれよりも小さくなり、またばらつきが大き
かった。Ni粉末を用いた継手の引張強さは 250 MPaであり、
この値は拡散接合や摩擦圧接で得られた継手のそれと同程
度であった 15, 18, 19)。引張試験後の破面の観察より、Ni粉末

Fig. 1 Relationship between tensile strength and holding time of AZ31/
A6061 joints.

Fig. 2 SEM micrograph and EDX analysis of tensile fracture surface of 
the AZ31 side of the AZ31/A6061 joint bonded for 32.4 ks at 673 K.
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インサート材を用いた継手においては Cuの塑性変形およ
びWへの Cuの付着が認められた。この結果は継手界面の
接合強さが大きいことを示唆している。Ni粉末インサート
材を用いた継手の引張試験後のW側の破面観察の結果を
Fig. 6に示す。多くのディンプル破面が認められ、これは
Cuが延性破壊したことを示している。ディンプルの量は
Ni粉末インサート材を用いた継手でもっとも多かった。こ
のことが引張強さのばらつきの低下の原因と考えられる。

4．アルミナおよび炭化ケイ素セラミックスと銅との接合

4.1 実験目的
セラミックスと金属の接合についてはこれまで拡散接合
やろう付の研究が数多く報告されている 21-26)。しかしパル
ス通電接合法をセラミックスと金属との接合に適用した報
告例は少ない 5, 7, 8, 10)。そこでパルス通電法によるセラミッ
クスと金属との接合として、アルミナおよび炭化ケイ素セ
ラミックスと銅とのパルス通電接合を行い、界面微細組織

が接合強さに与える影響について調査した。

4.2 試料および接合方法
用いたセラミックス試片は、耐熱衝撃性および靭性に優
れているアルミナ (Al2O3)および炭化ケイ素 (SiC)である。
一方、金属側試片としては、無酸素銅 (Cu)を用いた。セラ
ミックスおよび Cuの接合用試片の形状はいずれも直径 16 
mm、厚さ 5 mmであり、いずれの接合表面も研磨により鏡
面に仕上げた。拡散接合やろう付法と同様、パルス通電法
においてもセラミックスと金属との間にインサート材を用
いて接合を行った。用いたインサート材は、チタン (Ti)の
市販箔（厚さ 100 μm）、Cuおよび Ti粉末（粒径それぞれ
100, 250 μm）、およびそれらの混合粉末である。
セラミックスおよび Cuの研磨面の間にインサート材を
挟んだ試料をグラファイト製ダイスに装填し、上下パンチ
を介して電極間に挟み込んだ。その後真空に排気し、油圧
プレスにより所定の加圧力で保持しながら、直流パルス電

Fig. 3 SEM micrograph of the W/Cu joint interface bonded for 1.8 ks at 
1173 K without an intermediate layer.

Fig. 4 SEM micrograph and EDX images of W/Cu joint bonded for 1.8 
ks at 1173 K with an intermediate layer of Ni powder.

Fig. 5 Effect of intermediate layer on the tensile strength of W/Cu joints 
bonded for 1.8 ks at 1173 K.

Fig. 6 Tensile fractured surface of the W side of the joint bonded for 1.8 
ks at 1173 K with an intermediate layer of Ni powder.
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流を印加することにより加熱を行った。接合条件は保持温
度 923～ 1173 K、荷重 30 MPa、保持時間 3.6 ksである。接
合部の強度評価は、接合継手を後加工することなく、その
まま治具に取り付けてせん断試験により評価した。せん断
試験はインストロン型試験機を用いて、クロスヘッド速度
0.10 mm/minにて行った。

4.3 アルミナセラミックスと銅との接合
PECS法による Al2O3と Cuとの接合はインサート材なし
には起こらない。一方、Ti粉末のインサート材や Tiと Cu
の混合粉末のインサート材を用いることにより接合が可能
であった。せん断試験の結果、せん断強さは Ti-Cu混合粉
末インサート材中の Cu量に依存することがわかった。そ
の結果を Fig. 7に示す。10 % Ti - 90 % Cu混合粉末インサー
ト材を用いた継手のせん断強さは 550 MPaであり、Ti粉末
インサート材を用いた継手のそれよりも約 5倍大きかった。
継手の機械的性質に対して Ti-Cu混合粉末インサート材に
最適な Cu量が存在することを示唆している。

4.4 炭化ケイ素セラミックスと銅との接合
PECS法による SiCと Cuとの接合はインサート材なしに

は起こらない。一方、インサート材として Ti箔、Ti粉末、
Tiと Cuの混合粉末のいずれを用いても 923～ 1173 Kの接
合温度で接合が可能で、そのせん断強さは 20～ 43 MPaで
あった。そのせん断破断位置はいずれも接合界面ではなく、
SiC中である。この割れは、セラミックスと金属との熱膨
張係数の差に起因する残留熱応力の影響を受けて、セラ
ミックス中を割れが進展する場合に典型的なものである。
したがって界面の接合強さはせん断強さよりかなり高いも
のと推察できる。本研究においてはパルス通電により活性
金属である Tiが SiC表面酸化皮膜を還元する効果があり、
SiCと Ti-Cu合金の清浄表面同士の接合が達成されること

により、SiC/Cu界面の接合強さの低下を示さなかったと考
えられる。
インサート材として Ti粉末、Tiと Cuの混合粉末を用い

て接合した継手の界面近傍における SEMによる組織観察
の結果、接合条件 923 K, 3.6 ksの試料においては、未反応
の Tiが厚く残るが、接合温度 973 K以上では未反応の Ti
はなくなり、接合温度の増加とともに界面層の厚さの増加
が確認できた。
つぎに、界面部における元素分布を調べるために EDX
により面分析した結果をFig. 8に示す。接合条件 1073 K, 3.6 
ksの試料では、界面部に Tiの濃化した層が存在していた。
この層は接合温度の増加とともに厚くなり、1173 Kでは Ti
濃化層とともに、SiC母相に隣接して SiCを浸食するよう
な形で厚さ約10 μmのCuの濃化層が認められた。すなわち、
SiCと Cuの接合界面では、Cu濃化層と Ti濃化層の 2重の
界面層が形成されていることがわかる。
さらに界面部の TEM観察を行うと、界面近傍の反応層
の形成が明瞭に確認できる。Ti箔インサート材を用いた継
手の界面部の観察例を Fig. 9に示す。SiC母相と Cu母相と
の間の厚さ約 500 nmの領域に、2層から成る界面層が観察
される。これらの層の Cu母相側からの制限視野電子線回
折法 (SAD)による回折図形を解析した結果、この層は TiC
と指数付けでき、さらに SiC母相に隣接した層からの SAD
図形では、Cuの回折スポットが認められた。また、同じ

Fig. 7 Effect of Cu content of in the Ti-Cu intermediate layer on shear 
strength of the Cu/Al2O3 joint bonded for 3.6 ks at 1073 K by 
PECS.

Fig. 8 SEM micrograph and EDX images of SiC/Cu joints bonded for 3.6 
ks at 1173 K with an intermediate layer of 100% Ti, 95% Ti + 5% 
Cu, and 5% Ti + 95% Cu.



－196－

パルス通電接合法による異材接合（西本）

領域で行った EDX分析結果より、これらの層のうちの SiC
側が Siを固溶した銅固溶体層（以後、Cu層と略す）であ
り、Cu側が TiC層であることがわかる。さらに別の視野
の観察を行った結果、前述したような界面層が形成されて
いた。これらの結果から、Ti箔、Ti粉末、Tiと Cuの混合
粉末をインサート材として用いた場合の界面構造は SiC母
相 /Cu層 /TiC層 /Cu母相となることがわかる。SiC母相に
隣接して Cu層が形成することについては、773 K以上の温
度で Cuにより SiCの分解反応が生じうることを、熱力学
的な説明によりなされている 27)。したがって、本研究にお
いても SiCの分解反応が進行することにより Cu層が形成
され、Cu中に固溶できない Cは Tiと反応することにより
TiC層を形成したと考えられる。

5．まとめ

パルス状直流大電流通電技術を用いた放電プラズマ焼結
法（SPS法）あるいはパルス通電焼結法（PECS法）とい
われる焼結技術を異種金属やセラミックスと金属の異材接
合に適用した。本稿ではパルス通電接合法による異材接合
の例として、マグネシウム合金とアルミニウム合金、タン
グステンと銅、アルミナと銅および炭化ケイ素セラミック
スと銅のパルス通電接合に関する研究を紹介し、界面微細
組織が接合強さに与える影響について概説した。
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Fig. 9 TEM micrograph structure of SiC/Cu joint interface with Ti foil 
intermediate layer bonded for 3.6 ks at 1123 K.


